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令和4年度予算のあらまし
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令
和
４
年
度
一
般
会
計・
特
別
会
計・
公
営
企
業
会
計
の
概
要
に
つ

い
て
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　

全
て
の
会
計
を
合
わ
せ
た
予
算
総
額
は
、約
１
４
２
４
億
８
千
万

円
の
規
模
と
な
り
、前
年
度
よ
り
約
29
億
１
千
万
円
増
額
と
な
り
ま

し
た
。
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和
４
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度
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の
あ
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し

　
　
予
算
の
あ
ら
ま
し

～
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

　
　
　
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
て
～
　

令
和
４
年
度
の
予
算
は
、市
長

改
選
期
に
当
た
る
た
め
、骨
格
的

な
予
算
編
成
を
基
本
と
し
な
が
ら

も
、財
政
の
健
全
化
に
向
け
た
取

り
組
み
を
心
掛
け
、確
実
な
事
業

実
施
に
つ
な
が
る
予
算
を
計
上
し

ま
し
た
。

　

ま
た
、第
２
次
総
合
計
画
や
宝

の
都（
く
に
）・
お
お
さ
き
市
地
方

創
生
総
合
戦
略
な
ど
の
各
種
計
画

を
具
現
化
す
る
た
め
の
事
業
を
基

軸
と
し
つ
つ
、継
続
性
に
配
慮
し

な
が
ら
、重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と

し
て
位
置
付
け
た
事
業
に
も
予
算

を
配
分
し
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
歳
入（
図
❶
）

　
最
も
高
い
割
合
を
占
め
て
い
る

地
方
交
付
税
は
、歳
入
全
体
の
26・

６
％
で
１
８
１
億
３
千
万
円
と
な

り
、前
年
度
よ
り
13
億
５
千
万
円

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
理
由
は
、震
災
復
興
関
連

の
特
別
交
付
税
が
減
少
し
た
こ
と

な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
市
税
は
、歳
入
全
体
の
23・３
％

で
約
１
５
８
億
８
千
万
円
と
な

り
、約
13
億
６
千
万
円
の
増
額
と

な
り
ま
し
た
。

　
主
な
理
由
は
、個
人
市
民
税・固

定
資
産
税
な
ど
の
増
収
を
見
込
ん

だ
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

市
債
は
、約
87
億
２
千
万
円
と

な
り
、歳
入
全
体
の
12・８
％
で
約

10
億
9
千
万
円
の
減
額
と
な
り
ま

し
た
。

　

主
な
理
由
は
、市
役
所
本
庁
舎

の
建
設
工
事
が
本
格
化
し
て
い
る

こ
と
に
加
え
、古
川
西
小
中
学
校

整
備
や
ジ
ビ
エ
処
理
加
工
等
施
設

整
備
な
ど
の
実
施
に
伴
う
借
入
金

が
増
額
す
る
一
方
、地
方
交
付
税

の
補ほ

て
ん填
財
源
で
あ
る
臨
時
財
政
対

策
債
の
減
少
な
ど
に
よ
る
も
の
で

す
。

　
そ
の
他
、国
庫
支
出
金
、県
支
出

金
や
各
種
基
金
か
ら
の
繰
入
金
な

ど
を
事
業
費
の
財
源
と
し
て
見
込

ん
で
い
ま
す
。

一
般
会
計
の
歳
出

（
目
的
別・図
❷
）

　

目
的
別
に
見
る
と
、民
生
費
が

約
２
１
１
億
７
千
万
円
と
な
り
、

歳
出
全
体
の
31・１
％
を
占
め
、最

も
高
い
割
合
と
な
り
ま
し
た
。障

が
い
者
支
援
や
児
童
福
祉
、生
活

保
護
に
係
る
経
費
な
ど
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

　

次
い
で
、
総
務
費
が
約

１
０
５
億
８
千
万
円
で
15・

５
％
、公
債
費
が
約
78
億
５
千
万

円
で
11・５
％
と
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
歳
出

（
性
質
別・図
❸
）

　

性
質
別
に
見
る
と
、義
務
的
経

費
が
約
２
９
９
億
４
千
万
円
で
、

前
年
度
よ
り
6
億
5
千
万
円
の
増

額
と
な
り
ま
し
た
。内
訳
は
、扶
助

費
が
約
１
２
８
億
円
、人
件
費
が

約
92
億
８
千
万
円
、公
債
費
が
約

78
億
５
千
万
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

投
資
的
経
費
で
あ
る
普
通
建

設
事
業
費
に
は
、市
役
所
本
庁
舎

建
設
事
業
の
ほ
か
、学
校
教
育
環

境
整
備
事
業
、（
仮
称
）古
川
中

里・
駅
南
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン

タ
ー
建
設
事
業
、児
童
保
育
施
設

整
備
事
業
、ジ
ビ
エ
処
理
加
工
等

施
設
整
備
事
業
な
ど
、総
額
で
約

１
１
３
億
６
千
万
円
の
予
算
を
計

上
し
ま
し
た
。

用語解説

歳出 681億2000万円 歳入 681億2000万円

目的別性質別
Ⓐ 義務的経費 Ⓒ その他の経費
扶助費 128億 31万円 補助費等 125億8725万円

人件費 92億8204万円 物件費 83億6743万円

公債費 78億5496万円 繰出金 33億1512万円

Ⓑ 投資的経費 維持補修費 11億1710万円

普通建設事業費 113億6216万円 その他 14億3363万円

項目 金額 項目 金額
民生費 211億6741万円 土木費 70億6591万円

総務費 105億8064万円 消防費 24億6218万円

公債費 78億5496万円 農林水産業費 23億7203万円

教育費 74億 429万円 商工費 13億9205万円

衛生費 72億7130万円 その他 5億4923万円

項目 金額 項目 金額
地方交付税 181億3000万円 繰入金 38億9215万円

市税 158億8430万円 地方消費税交付金 30億9632万円

国庫支出金 93億3175万円 諸収入 15億8663万円

市債 87億1990万円
その他 25億5226万円

県支出金 49億2669万円

■一般会計
　市が提供する行政サービスの基本
的な経理を行う会計です。
■地方交付税
　地方公共団体が等しく一定の水準
を維持することができるように、国
が交付する税です。所得税、法人税、
酒税、消費税、地方法人税のそれぞれ
一定割合の額が交付されます。
■扶助費
　児童福祉法、生活保護法などに基
づく保護費や手当などの経費です。
■人件費
　職員に支払われる給与や委員報
酬、共済組合負担金などの経費です。
■公債費
　市債の元金・利子など借入金の償
還に充てられる経費です。
■義務的経費
　扶助費・人件費・公債費の合計額で
す。支出が義務づけられており、容易
には削減できない経費です。

地方交付税
26.6％

市税市税
23.3％23.3％国庫支出金国庫支出金

   13.7％   13.7％

市債市債
12.8％12.8％

県支出金県支出金
7.2％7.2％

繰入金繰入金 5.7％5.7％

諸収入 2.4％ その他 3.8％

地方地方消費税交付金
4.5％

歳入
民生費民生費　

31.1％31.1％

補助費等　補助費等　
18.5％18.5％

扶助費　扶助費　
18.8％18.8％

人件費　人件費　
13.6％13.6％

普通建設普通建設
事業費事業費
16.7％16.7％

物件費　物件費　
12.3％12.3％

繰出金　繰出金　
4.9％4.9％

公債費公債費
11.5％11.5％

総務費　総務費　
15.5％15.5％公債費　公債費　

11.5％11.5％

教育費　教育費　
10.9％10.9％

衛生費　衛生費　
10.7％10.7％

土木費　土木費　
10.4％10.4％

消防費  3.6％消防費  3.6％
農林水産業費  3.5％農林水産業費  3.5％

維持補修費 1.7％維持補修費 1.7％ 商工費  2.0％商工費  2.0％ その他  0.8％その他  2.0％その他  2.0％

歳出歳出
（目的別）（性質別）

図❶図❷図❸
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